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【論文要旨】
　1949年以降1985年までの中国は，「統一分配」と呼ばれた就業制度によって高等教育機関の卒業
生を国家主導で職場に配属していた。本稿はその「統一分配」就業制度の生成と特徴を明らかにし，
改革・開放政策後の就業制度改革への取り組みを整理するとともに，労働市場の現状と課題につい
て考察する。
　就業制度改革によって高等教育機関の卒業生に職業選択の自由が認められたことは，労働市場に
おいて労働者が自己の意志により職業選択やキャリア形成が可能になった事を意味する。本稿で
は，労働市場の生成と制度を整理し，労働市場の現状と課題について分析を行う。また中国の労働
市場は，一般労働者向けの求人・求職施設である「労働力市場」と，高学歴の専門職・管理職向け
の求人・求職施設である「人材市場」が存在している。1980年代に形成し整備されてきた労働市
場である「労働力市場」と「人材市場」は互いに独立した機構であるものの，労働力配置の不均衡
やミスマッチの問題を抱えているのが現状である。
　さらに，中国における労働市場の形成，経営環境の変化の過程において，労働者の意識・考え方
　　　〉は急速に変化しつつあり，経営環境の変化に対応して，企業が取り組む雇用管理のあり方，そして
導入が期待されるモチベーション管理の必要性に言及する。
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おわりに
はじめに
　本稿は，中国の労働市場の生成とその変化を時代的背景に基づき整理し，また就業制度改革につ
いて考察するとともに，労働市場の現状と課題についての分析を行う。そのうえで，企業が取り組
むべき雇用管理のあり方，導入の期待されるモチベーション管理制度を明らかにすることが目的で
ある。
　中国は改革・開放政策導入期までは国家による「統一分配」（職場配置）と称する就業制度のも
とで，高等教育機関の卒業生は国家によって労働の場に配属され，企業は国から配分された労働力
を受け入れていた。この「統一分配」就業制度により，労働者の自由意志に基づく労働市場は存在
せず，労働者は自主的に職業の選択と，企業は主体的に労働者を採用することが認められなかっ
た。改革・開放政策導入以降，高等教育制度改革の一環として就業制度の改革が推し進められ，
「統一分配」から「自主的職業選択」へと変わり，労働者による職業選択の自由が認められるよう
になった。しかし，国有企業改革による経営自主権の拡大により，企業の経営管理及び人事管理の
権限が拡大され，徐々に経営権は国から企業へ委譲されることになった。また人事制度改革，労働
契約制の導入により終身雇用的固定工制度が廃止され，企業は従業員を解雇することができるよう
になった。
　中国における労働市場は，一般労働者向け求人・求職施設である「労働力市場」と，高学歴の専
門職・管理職向けの求人・求職施設である「人材市場」とが存在している。そこで「労働力市場」
と「人材市場」の起因と現状を整理し，労働市場において発生している問題点を明らかにするとと
もに，労働者の意識の変化を踏まえ，企業に求められる雇用管理のあり方，導入の期待されるモチ
ベーショソ管理の必要性を指摘する。
1．就業制度改革への取り組み
（1）改革・開放政策前の就業制度
①就業制度の生成
1949年新中国成立後の翌年，国家の高等教育のあり方全般にわたって検討するための全国高等
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教育会議が北京で開催された。高等教育行政に関する学内組織の調整及び分布，全国の高等教育機
関1）と中央教育部の関係等について討議されることになった。全国高等教育会議での討議を踏まえ
て，1950年8月に政務院は「高等教育機関に関する暫定規定」「高等教育機関の指導関係問題に関
する決定」等といった高等教育機関に関する法則を公布した。1952年高等教育の専門行政機関と
して高等教育部が教育部から独立設置され，高等教育機関の設置，学科，専攻，コース等の設置や
変更等の全てを決定することになった。また1951年には，教育制度の基本である「学制改革に関
する決定」が公布されたが，それに「高等教育機関の卒業生の職業は，政府が分配する」ことが明
記された。
　高等教育機関の学部，学科に関する全国的編成は1951年から1953年にかけて行われた。同時
に，大学新入生募集は全国統一化の方向へ進み，1952年から全国共通問題による全国統一入試が
始まった。高等教育を受ける学生を政府が統一的に募集し，在学中の学費・生活費を政府が負担す
る「統包統配」（個人の生活を国家が統一的に保障し，同時に職場配置を統一的に割り振る制度）
政策が実施された。
　1950年政務院は「夏季高等教育機関卒業生工作配分委員会」を設置し，全国の公私立高等教育
機関の卒業生に対し就職先の配分を行った。工作配分委員会の指導の下で職場配置を行ったのは東
北区，華北区，華東区，中南区，西南区，西北区の大行政区ごとの人数配分であった。また同年，
周恩来総理（当時）は「北京市高等教育機関の卒業生工作配分の動員大会」において，卒業生に
「国家の配分に服従し，積極的に試練を受け，鍛える」ことを講話したが，それは国家建設のため，
学生は個人の意志は国に従い，学生個人の職業を選択する自由が認められていないことを意味して
いた。その後，高等教育機関の卒業生の就業について，中央政府は「全国公私立高等教育機関の本
年度夏季卒業生の工作配分に関する訓令」を公布し，1950年から政府は高等教育機関の卒業生の
職場配置を政府主導で行うことになった。
　1951年6月29日に政務院は「1951年夏季全国高等教育機関卒業生の工作配分を統一的に準備す
ることに関する指示」を公布した。配置計画を統一的に準備するのは，基本的に前年と同様に大行
政区に限定していた。職場配置の主要な原則は，まず「統簿兼顧」，すなわち国全体の利益のため
に統一的に按排し，同時に各方面の利益も考慮して，国の重点建設及び中央・地方の各行政部門に
おける業務上の需要を満たすことであり，あわせて卒業生が少ない地区について配慮するというも
のであった。1952年の「夏季全国高等教育機関卒業生の工作配分を統一的に準備することに関す
る指示」には，中央，華北区，華東区，西南区，中南区，東北区，西北区，内蒙古自治区にそれぞ
れ配置すると記されている。各大行政区に配分される卒業生について，基本建設に関わる計画は中
央に準じて，それぞれ各地の実情を勘案した具体的な配置計画を立てた。
　その後，政務院が公布した「1953年夏季全国高等教育機関卒業生の工作配分を統一的に準備す
ることに関する指示」において，この年から職場配置の具体的方法が変更したことが記されてい
る。それは大行政区や省の人事行政部門は具体的配置計画を策定せず，中央人事部が統一的に全体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　133一
案を策定し，具体的な配置計画については学生の状況を最もよく理解している個々の高等教育機関
の内部で策定する方法がとられることになった。1953年，全国の統一的職場配置計画は，中央政
府人事部が中心になって策定したが，その後，統一的職場配置の管理機関は何度か変更され，労働
力配分における国家の指令的配分による管理方式は最も効率的に労働力としての大学卒業生を配分
できるとし，「統一分配」制度が定着することになった。
　以上のように，1978年に改革・開放政策を導入するまで，高等教育機i関に対して中央集権的な
統一計画や管理を実施し，大学の諸活動の隅々にまで過剰なほどの統一的管理体制を敷いてきた。
統一管理のもとにおいて，学生の学費及び生活費まで負担し，大学生の定員募集，大卒者全員の就
業先も政府が決め，大学の運営まで行う仕組みになっていた。
　②国家による「統一分配」制度とその特徴
　政務院が公布した「1953年夏季全国高等教育機関卒業生の工作配分を統一的に準備することに
関する指示」では，業務部門が指導する高等教育機関の卒業生は，基本的に各業務部門に配分し，
そのうちの調整を加える者については，多くはそのまま残し，少しだけ抜き取る「多留少抽」とい
う原則を根拠とすると定められている。すなわち，他省庁所管大学の卒業生の大部分は各省庁が独
自に職場配置を行い，全国的見地からの調整用に予め抜き取られる卒業生は，ごく少数に決められ
ていた。
　すでに1951年，「まず高等教育機関を管轄する中央と地方の行政機関がそれぞれ所管高等教育機
関の各系・科の卒業生数とそれぞれの行政分野で必要とされる人員の数を詳細に調査し，各系・科
ごとの卒業生の職場配置計画を策定する。例えば，銀行，紡績，水利などの学科の卒業生につい
て，中央の各関係行政機関が中央及び地方の当該分野の職場配置計画を策定し，それとともに，中
央の各行政機関に配属になる卒業生についても，その総人数の範囲内で各行政機関が具体的な配置
計画を策定する」ものであり，省庁別の「縦割り」的配置管理がとられていた。こうした省庁別の
「縦割り」的な配置管理は，在学中に学んだ内容と職業内容との一致を徹底するため，「学用一致」
という特徴があった。
　また，1957年の7月17日に国務院が公布した「卒業生の工作配分原則に対する規定」では「人
材が欠けており，国が緊急に必要とする幾つかの専攻については，その卒業生が全て国による職場
配置に従わなければならなかった。しかし，それ以外の専攻・学科で国のニーズを顧みず，無理に
個人の要求を押し通し，職場配置に従わない少数の学生については，卒業証書を発行することがで
きるが，国が彼らの仕事の配分に責任を負うことは二度とないことを言い渡した上で，彼らが自由
に仕事を探すことを認める」と規定されている。しかし，それと同時に，「国の機関，学校，企業，
事業体は国により職場配置された学生のみを受け入れるができ，自分で職業を探す学生を自由に採
用してはならない」と定められている。このように，国の統一的職場配置に不満な卒業生が自ら職
業を選択することは認められるが，国の機関，企業等による彼らの受け入れを禁止しており，加え
て企業が全て国有化されていた時代では，仮に国による職場配置の方針に従わなければ雇用機会は
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完全に閉ざされたと同然であった。
　高等教育機関において実施されてきた統一分配制度は，計画経済体制の下で，国が主体となり，
企業に労働力を配分し，労働力の採用及びその管理を行っていた。求職活動は本来ならば，労働者
と企業が主体となるべきだが，企業と労働者はそれぞれ主体的に採用及び職業を選択する権利を剥
奪されていた2）。なお，統一分配制度のデメリットについては，以下のような指摘がある。
a．採用企業と新卒者の不適合。適切な新卒者の採用が不可能であり，また新卒者の専攻分野と配
　属先の業務内容も不適合な場合がある。
b．高等教育機関の自主的な経営努力の怠慢をもたらす悪影響。大学が経済や社会発展の変化や需
　要に適応するべく主体性を持って学部・専攻の構成など全体方針を調整する必要がなく，そうし
　た努力の意志が育たない。
c．学生の積極性の喪失。勉学への意欲や向上心が高揚しにくくなる。
d．企業側の採用管理への悪影響。新卒者の適切な採用・選抜・人材活用を考慮する必要性がな
　く，主体的かつ積極的な採用管理への意欲をなくしてしまう3）。
　さらに，労働者の立場から見れば，職業を選択できないということは，入社後，労働者の仕事に
対する意欲，すなわちモチベーショソの維持・高揚を損ないかねないと考えられる。以上のよう
に，中国では高等教育機関の学生が卒業と同時に国による統一的計画に従って職場配置される慣行
が約34年間にわたって続けられた。統一的職場配置の対象となって就職が保障されるのは，高等
教育機関の卒業生の他，職業訓練教育を受けた中等専門学校と技術労働者学校の卒業生も含まれた
が，それ以外の諸学校の卒業生については統一的職場配置は適用されなかった。
　（2）改革・開放政策後の就業制度改革への取り組み
①就業制度改革への取り組みと高等教育改革
　中国の高等教育機関は文化大革命が終焉した翌年の1977年に11年間の空白の後に再開された。
1978年の改革・開放政策導入後，1980年代に高等教育改革が行われるようになった。1985年5月
27日，中共中央（中国共産党中央委員会）によって「教育体制改革に関する決定」が公布された。
この規定では，高等教育機関の学生募集と卒業生の職場配置制度を改革することが示され，大学の
学生募集については，大学の学費を一律に国家が負担する従来の制度を改め，学費を自己負担する
ことを条件に入学する学生の存在を承認した。その学生の就業については「大学の推薦を受けての
就業」も，「自分で求職活動による就業」も認められるようになり，これは高等教育機関における
新卒者の就業制度改革の始まりであった。
　1989年国家教育委員会による「高等教育機関卒業生の分配制度に関する改革方案」を国務院が
批准し，「わが国現行の高等教育機関卒業生の職場配置制度は建国初期に形成され，次第に発展し
て延長継続された。このような制度と中国の当時の高度集中的で，商品経済を基本モデルとする経
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済システムとは相適応し，歴史上，積極的な役割を果たしたといえる。しかしながら，こうした
「統」（統一的であること）「包」（請け負うこと）を特微とする卒業生の職場配置制度には，幾つか
の明らかな欠陥が存在し，自発的な学習（学生），主体的な管理運営（学校側），合理的な人材の活
用（雇用機構側）いずれの面でも適切さを欠く」と指摘された。さらに，「次第に学生が自主的に
選択し，企業が優秀な者を選び採用（択優録用）する“双方向選択”制度を実施する」目標が掲げ
られた。これにより高等教育機関新卒者の就業制度改革の方向が明確になったと同時に，企業の人
事制度も変化をもたらすことになった。
　1993年中共中央と国務院の公布した「中国教育改革和発展綱要」は，高等教育機関における学
生募集及び卒業生の就業制度の改革を明確に示している。その主な内容は次の通りである。
a．国家が全ての学生を統一的計画に従って入学させる体制を改め，「国家の任務としての」計画
　部分，つまり国家の計画に基づいて入学させる部分を確保する。同時に「調節的」計画部分，す
　なわち，企業等に学費を負担してもらった学生が卒業後その企業に就職する「委託養成」や個人
　が学費を自弁して入学する「私費学生」が並存するシステムに転換する。
b．学費の全額負担を見直し，大学教育の有償化を実施する。同時に，学費貸与制度や奨学金制度
　を設ける。
c．大学新卒老の就職先を国家が統一的に割り当てる制度や大卒者を必ず幹部のポストにつける制
　度を改め，学生が自主的に就職先を探して就職する「自主的な職業選択」制度を，一部を除いて
　実施する。
　卒業生の就業に関して「少数の卒業生は国家の配置により就職し，多数は学生の自主的職業選択
で就職する制度を実施する」ことが従来の制度の根本的な改革として掲げられた点が大きな変化で
ある。「師範（教員養成）学科専攻，勤務条件や生活条件に困難の大きい業種の専攻，辺境地区の
卒業生について，一定範囲内の定向（指定）就業を実施する以外は，大部分の卒業生について国家
の方針と政策の指導のもと，人材労務市場において自主的職業選択の方式を採るものとする」こと
を指示している。そして，この就業制度改革は「社会主義市場経済体制の建設と労働人事制度の改
革に伴って」実施されたが，就業制度改革は高等教育改革に関わるのみならず，企業の人事制度改
革及び労働市場形成の上においても，重要な改革であったといえる。
　次いで1994年4月，国家教育委員会は「普通高等教育機関の学生募集及び卒業生就業制度の更
なる改革に関する試行意見」を通達し，国家奨学金，雇用単位奨学金など計4種類の奨学金の位
置づけや運用方法などにも言及し，具体的な改革実施案を示して，高等教育機関卒業生の就業制度
において，さらに改革を推進することを表明している。
　1997年3月24日，国家教育委員会は「普通高等教育機関卒業生の就業工作に関する暫定規定」
（以下，「暫定規定」と略す）を公布したが，一連の改革は，全人代（国会）において「高等教育法」
が採択され，1999年1月1日より施行され，法律として明文化された。
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　それらの取り組みと同時に，中等専門学校と技工学校の卒業生の就業制度に関する改革も推し進
められている。1986年労働部により公布された「技工学校工作条例」では，国家計画の指導の下
で学校が推薦し，雇用側が優秀な者を選抜し採用する方向へ転換することになった。また，1989
年労働部は「技工学校改革の深化に関する意見」を公布し，卒業生が該当地域の労働市場を通じて
雇用側と自己の意志により就職するという改革方向が一層明らかになった。
　1994年国家教育委員会は「普通中等専門学校の学生募集と就業制度の改革に関する意見」を公
布し，中等専門学校の卒業生の就職は労働市場を通じて自主的に職業を選択することができるよう
になった。以上の改革を通じて，計画経済体制に適応した就業制度における根本的な改革が行わ
れ，労働者が自己の意志に基づいて職業を選択することができるようになった。
　②「統一分配」から「自主的職業選択」へ
　計画経済体制のもとでは，高学歴者の就職とは国からの職業分配を受け入れる行為であり，企業
など単位にとっては採用とは国の送ってくる人員を受け入れることであった。高等教育制度改革に
よってそれが根本的に変わり，求職と求人が自己の裁量と競争と自己責任という前提のもとで行わ
れるようになった。
　1980年代以降，大学新卒者の就業制度改革は，中国における高等教育制度改革の一環として進
められてきた。例えば，「高等教育法」の第59条に「高等学校（大学・専門学校）は卒業生・修了
生に就職指導を実施しサービスを提供しなければならない」と定められているが，自主的職業選択
制度のもとで，各大学は就職の情報提供など各種支援を行う態勢が整備しつつあり，新卒者の求人
は大学の就職担当部課に集約される傾向にある。
　また「暫定規定」第1章第1条の「経済建設と社会発展に一層尽くし，卒業生と雇用単位の合
法的権益を保護するために」に基づき，「国家の普通高等学校学生募集計画に基づいて入学した大
学生・大学院生」すべてを包括して，その就職活動における方針と実施方法を整理している。「卒
業生は国家が計画に基づいて養成した専門人材であり，各級の卒業生就職主管部門・高等教育機関
・雇用単位は協力してその就職工作に当たらなければならない」（同第3条）と規定し，さらに，
「国家教育委員会が全国の卒業生就職工作を総括管理し，国務院のその他の部・委員会及び各省・
自治区・直轄市はそれぞれの部門・地方の卒業生就職工作に責任を負う」（同第5条）として，新
卒者の就職活動は国家の任務である旨を明示している。
　大学では社会における人材ニーズの把握，最新の求人情報の収集と提供，適切な就職相談や指導
などへの取り組みが求められている。一方，1990年代以降，優秀な新卒者の雇用に熱心な大企業
は大都市の有力校に直接出向いて学内において単独で会社説明会形式の採用活動を行う方法が中心
になっている。大学内において「校園招聰」といわれる企業説明会の活動は外資系企業を中心とし
て，一部の国内企業も実施している。ここでは一般に会社概況の紹介，採用職種・職務の条件と給
与・福利体系や研修教育スキームの説明が行われている。これは「暫定規定」第5章第23条が
「条件を備えた高等教育機関は顔合わせ・双方向選択活動を開催すること」「高等教育機関は新卒者
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の顔合わせ・双方向選択活動において主導的役割を果たす」と定めている，いわゆる実質的な求人
側と求職側の「顔合わせ」といえよう。
　以上，改革・開放政策後，労働者は自主的に職業を選択できる自由が認められ，就業制度は大き
な変化を遂げたものの，大学卒業生の就業については依然として国の指導下での配分が行われ，完
全に市場原理が機能しているとは言えない状況にある。したがって，社会制度の整備とともに，市
場原理・自由競争のもとに大学卒業者が平等に就業できる制度づくりが期待される。
2．労働市場の現状と課題
　（1）労働市場の現状
　①労働市場の整備
　社会主義計画経済体制下においては，国家が統一的に労働力を企業に配分する事で全国の労働力
を掌握していたために，労働市場が形成されず，労働力を雇用する企業側も雇用される労働者とも
に主体的な意思決定の余地は殆んど与えられていなかった。前述のように，1985年の高等教育改
革以降，統一分配制度を廃止し，企業の人事制度等の改革とともに，労働者の意志による職業選
択，企業主体としての人事管理活動が行われることになった。こうした一連の改革により，中国に
おける労働市場は形成されつつあるといえる。
　労働市場は政府労働・社会保障部が一般労働者向けの求人・求職施設「労働力市場」を管轄して
いる。1993年の中国共産党第14期3次会議において，当面の市場体系育成上における重点の一つ
として「労働力市場」をあげ，労働力市場という用語が定着し，労働力市場建設政策の実施ととも
に，統一的総称で労働経済用語として定着した。労働力市場は，1980年代には一般労働者向けの
求人・求職施設として「労務市場」と呼ばれていたが，現在労働力市場または職業紹介所の名称に
変わった。1990年代後半以降，労働・社会保障部は関連する政策規定の整備を推進し，「職業仲介
の管理強化と労働力市場の秩序回復についての通知」（1998年12月24日），「労働力市場の清算・秩
序回復の継続的推進に関する問題についての通知」（2000年1月18日）が公布され違法営業の横行
など混乱する職業紹介市場の改革に取り組んだ後，「労働力市場管理規定」（2000年12月8日）が
施行された。
　「労働力市場管理規定」は「総則」，「求職と就業」，「人員の募集・雇用」，「職業紹介」，「公共就
業サービス」，「罰則」，「附則」の計7章で構成され，第4章の「職業紹介」によれば，職業紹介
機構は非営利型と営利型とに分かれ，前者は各級政府の労働・社会保障部門が開設する公共職業紹
介機構と，それ以外の政府各部門・事業単位・企業単位・社会団体などが開設するその他非営利型
職業紹介機構から構成される。一方後者は法人やその他組織，公民個人が運営して営利目的の職業
紹介活動を行う機構である。
　職業紹介機構は多くの場合，職業訓練機構を付設しており，新規求職者や待業青年を組織して職
業訓練を実施し，就職先を紹介する。また企業の余剰人員に対する職業紹介，定年退職者の再就職
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や転職希望者への職業紹介から外国への労務輸出にも関わっている。1991年職業紹介機構7000箇
所あり，同機構は情報提供，職業紹介，就業指導，労務交流等を通じて，労働者に就職と転職の紹
介活動を行い，また，労働者の職業訓練を行うための転職職業訓練セソター2000箇所を設置して
いた。2004年には職業紹介機構は33890箇所に増加し，民営職業訓練機構は21425箇所を数えるに
至った4）。
　また，1980年代には農村から都市部へ移動する農民は仕事を求めて都市に流入し，労働市場に
おける移動労働力の主力であった。北京・西安・藩陽など44都市の労務市場での労務取引が成約
に至った内容を見ると，その56％が農村労働力であり，ホームヘルパーも58％が農村出身の女性
労働力であった。2005年の第4四半期で，一部の都市労働力市場における農村労働力が13％，失
業老57．5％，下簡職工6％をそれぞれ占めている5）。これは現在の中国における労働力移動の趨
勢，農村から都市への労働力移動という趨勢を反映したものといえる。しかし，農村労働力は職業
選択の自由が著しく制限されており，都市では国有企業には雇用されず，土木，運輸などの社会的
に恵まれない業種の範囲での職業選択の自由でしかない。
　以上，現在中国の労働市場は農村から都市部への労働力移動という供給要因と都市での建設労働
やサービス労働などの労働力需要に基づき，主として農村労働力が徐々に都市労働力に影響を及ぼ
しつつある。
　②人材市場の存在
　高学歴者を中心とした専門職・管理職向けの求人・求職施設である「人材市場」は人事部によっ
て管理され，中国において形成されつつある労働市場の一部を構成している。改革・開放政策を境
に人材の概念は経済・社会の発展と相まって変化し，「人材」に関する定義・解釈も多様化してい
る。一例として，高等教育を受けた人であればすべて，相対的に知識が豊富で，訓練を受けた技術
を持つという意味で，人材と見なされる。また，1996年に人事部が発表した「人事工作1996年一
2000年規劃要綱」によれば，「三つの隊伍」という構想が提唱され，それは中国の人材集団を専業
技術人員・公務員・経営管理人員の三老から構成されると定義している。2003年，中央人材工作
会議が開かれ，「技能人材」，「農村実用人材」が加えられ，人材に対する解釈はさらに広がりを見
せている。
　1980年代の人材市場は「人材交流センター」として都市部で展開されたが，現在行政機構の名
称として「人材交流機構」及び「人材活動服務機構」と呼ばれている。人材市場の形成を促す1
つの要因として，1980年代以来，専門職・管理職を有効に配置・活用する必要性から，人材の
「合理的流動」が提唱され，これに呼応して一連の措置が講じられた。1983年7月13日，国務院は
「科学技術人員の合理的流動に関する若干の規定」を公布したが，これは技術専門職の人員が所属
単位を移ることを奨励した最初の成文制度である。この規定は「わが国の科学技術の隊伍は分布・
構造面で合理性を欠き，科学技術人員の深刻な不足に悩む部門・単位もあれば，人員の余剰や専門
違いの無駄な配属を抱える部門・単位もある」ことを認識して，「現行の科学技術人員に適切な調
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整を施し，その管理と活用を改善する」ことを目的としている。そして，「計画的に，段階を踏ん
で，科学技術人員の合理的な方法への流動を促進すること」を目指している。そのために「部門・
地区の境界を突破して，全国の科学技術の力量を合理的に配置し活用すべきである」ことに言及し
ている。
　1992年に郡小平の南巡講話により改革・開放の継続が確認され，同年10月の中国共産党第14回
大会では「社会主義市場経済体制」の実施が打出された。こうした中，人事・就業政策においては，
人材の有効活用への関心が再び高まった。1994年8月30日，中共中央組織部と人事部は「わが国
の人材市場の育成と発展を速めるための意見」を公布した。ここでは，「人材市場の育成と発展は
社会主義市場経済体制建設における重要な任務である」と表明し，求人・求職の当事者双方による
直接選択を特徴とした改革開放以来の人材流動の活発化を評価した上で，問題点を指摘している。
そして，2～3年以内に人材市場運営に関する基本的政策法規を制定すること，2000年までには全
国的な人材市場の体系をおおむね築き上げること等を短期目標として掲げた。また，高等教育機関
卒業者の就業制度改革にも触れ，この改革と人材の就業システムを自主的選択へと移行させる事業
とが不可分の関係にあることを指示している。
　1996年1月29日に人事部は「人材市場管理暫定規定」公布したが，これは人材市場の管理につ
いて定めた最初の規定であり，’制定の目的，人材市場の活動，その開設に具備されるべき条件，開
設手続き，業務の内容と範囲などを定めている。その他に人材交流会，招聰，応聰（招聰に応じて
就職すること）等についても規定している。同年11月22日，人事部は「国務院所属部門の人材市
場仲介機構の設立にかかる審査批准暫定弁法」，「国務院所属部門が設立した人材市場仲介機構の年
次審査にかかる暫定弁法」，「全国規模の人材交流会の審査批准にかかる暫定弁法」公布した。これ
らは人事部以外の設立主体による人材市場開設の増加及び人材流動に便宜を図る活動の広域化にそ
れぞれ対応する政策であり，人材に関する管理活動及び人材市場の形成が一段と進行していたこと
が明らかになった。さらに，2001年9月11日，人事部と国家工商行政管理総局は共同で「人材市
場管理規定」を公布し，10月1日より同規定を施行した。この「人材市場管理規定」が人材市場
の管理に関する本格的な国家規定として「暫定規定」に取って代わり，「暫定規定」は廃止された。
　人材市場の設立主体は複数あり，それぞれ形成の経緯や負う役割は異なっており，それは3つ
の形態に分類することができる。第一は政府人事部門及び各級政府の人事部門，第二は人事部以外
の政府各部門・公的機関，第三は民営人材仲介会社である。政府人事部は人材市場の主体として，
積極的に推進する役割を果たしてきた。現在も人材市場の主要な担い手であると同時に，人材市場
を管轄する主管部門として権限を保っている。人事部以外の政府各部門・公的機関は，1990年代
以来，国家の統一分配によらない就職・転職の急速な一般化に伴い，様々なセクターが人材市場を
設立するようになった。民営人材仲介企業は，1990年代末頃から，上海などの大都市において，
専門職や管理職などの労働者を対象とした職業紹介事業をビジネスとして展開するための民営企業
が出現している。この民営人材仲介企業は，専門職・管理職及びその候補者である大学新卒者など
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を対象に，求職・求人情報を提供している企業と，対象を縛ったいわゆるヘッドハンティソグ型の
企業の2種類に分類される。
　以上のように，労働力市場及び人材市場は発生当初独自に展開していたが，その後より包括的な
組織として整備されつつある。また，人材市場は労働市場と異なる特徴を持っており，それは職種
によって，専門職・管理職等の転職を主としているが，労働者の属性からすれば，高学歴を有する
者を対象にしている。
　②　労働市場の課題
　①労働力の配置におけるアンバランス
　中国における労働市場は，労働者の職業選択と従業員の採用の両面での自由化，労働契約制の導
入から全員労働契約制への移行，全国一律の等級賃金制度から市場に応じた自由な賃金制度への移
行，社会保障制度の企業内体系から社会的体系への移行などを通じて全面的に推進されている。し
かし，制度面や現場において一定のルールが形成されつつあるものの，制度自体の定着や整i備の面
では改善すべき点が多いといえる。
　中国には豊富な労働力が存在するものの，高学歴者や専門技術者は経済発展の速い地域に集中
し∴その他の地域には必要とされる労働力が不足するという労働力配置上の不均衡が生じている6
また，戸籍制度が依然として労働力移動の妨げとなっており，企業は労働力を円滑に調達すること
が出来ない状況にある。計画経済期下での国家の統一計画による労働力配置政策が廃止され，また
経済発展に伴って，労働力の流動化はすでに本格的に始まっており，第1次産業から，第2次，3
次産業への労働力移動が生じていると同時に，労働力の質も変化している。2002年の時点で，労
働力に占める専門技術者の比率は第1次産業5％，同2次産業18％，同3次産業77％となってお　．
り，専門学校以上の学歴を有する人材はそれぞれ1．2％，15．2％，83．6％となっている。また，
2003年の時点で，就業人口に占める専門技術労働者の割合を地域別にみると，上海，江蘇省を中
心とする東部地区が11．64％，黒龍江，吉林省等の東北三省7．70％，四川，陵西省等の西部地区
4．70％，河南，湖北省等の中部地区4．30％となっている（図1参照）。労働老の意志に基づいて労
　　　　図1　地域別における就業人ロに占める専門技術人員の比率
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出所：中国人事科学研究院『中国人材報告（2005年）』人民出版社，2005年，17頁。
　　　　　　　　　　　　　　－141一
1 1．64％
7．70％
4．39％ 4．30％ 4．70％
働移動の可能な専門技術職は，第3次産業及び経済発展地域に集中している状況である。こうし
た労働力配置の不均衡の背景には，経済の持続的成長を維持するための労働力需要の増大と進学率
の上昇が挙げられるが，同時にいわゆる3K（汚い，きつい，危険）と称される仕事を嫌う社会的
風潮や就業観，また第3次産業の雇用吸収力の増大という側面を見過ごすことはできない。
　さらに労働力を調達するにあたっては居住の自由を大きく制約する戸籍制度が妨げとなっている
ため，企業にとっては必要とする要員の採用・確保が極めて困難である。例えば，新卒者が就職す
る際に，出身地が就職の障害になるのは戸籍制度ゆえであるとしばしば指摘される。大卒者の就職
地と戸籍取り扱いにまつわる制度的な問題が，新卒者の進路選択に際にしては依然として大きな障
害となっている。全国から学生を募集する大学では，学生の出身地は全国各地に及ぶ。入学と同時
に大学所在地に集団戸籍が作られるが，卒業後はそれを継続できない。大学所在地なりその他の大
都市で正式に就職を決めれば居住戸籍を創設し，都市での生活を続けることが可能になる。しか
し，就職できなければ出身地に戻らなければならず，戸籍が出身地に戻ると，再度戸籍を都市に移
管することは極めて困難となる。したがって，都市志向の新卒者にとっては，大学に所属している
うちに就職先を決めることが不可欠となる。
　他方，農村の余剰労働力の移動は1980年代後半から始まり，農村の余剰労働力の多くは都市で
の工業，建築業に就くが，彼らは低賃金労働者としての「契約工」及び「臨時工」として雇用され
る。農村の余剰労働力をいかに効果的に都市の近代部門に吸収し，都市への移動がスムースに進行
するかという問題は中国の重要な課題の1つであると同時に，農業に従事している余剰労働力を
非農業部門へ移すための転業訓練が，ますます重要となっている。企業の所有制も多様化し，地方
経済を担う郷鎮企業等の発展にともない，専門知識を有する管理職，技術職に対するニーズは高
く，そうした人材の育成には地方政府とともに，中央政府の積極的な支援が必要不可欠になってい
る。
　②ミスマッチの発生
　1990年代以降の市場経済化への取り組み，WTO加盟による経済活動の国際化，情報化，技術革
新の進展などは企業経営に大きな影響を与えている。産業全体として産業構造転換への動きがあ
り，構造転換に対応するために，個々の企業では企業改組（リストラクチャリング），人員整理に
取り組む動きが顕著である。労働力に関しては，1980年代後半以降，国有企業改革，国有企業の
改組による余剰労働者及び下歯労働者の転職は深刻な問題である。それと同時に，市場が求める能
力を保有していない多くの労働者，あるいは個別企業の構造転換に対応して要求される能力を保有
していない労働者が多数存在する等，労働力需給のミスマッチ問題が1990年代に表面化し，なお
2000年代においても産業は深刻な問題として取り組まなければならない課題となっている。
　労働市場の求人倍率は2001年第1四半期の0．65から2005年第4四半期の0．96にまで上昇してい
るが，労働力の供給が需要を上回っている。具体的には，2005年第4四半期時点における第1次，
2次産業がそれぞれ1．8％，30．8％となっており，第3次産業が全体の67．4％を占めている。ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一142一
図2　非公有制企業専門技術人員の職称構造
　　　　　　　　　高級職称
　　　　　　　　　　9，3％
（注）高級職称（職務）とは高級・中級・初級に分けられた専門技術職務のうち，
　　高級専門技術職務を有する者を指し高級人材と呼ばれている。この分類に従
　　えば，中級専門技術職務を有する老が中級人材と呼ばれる。
出所：図1に同じ，118頁。
図3　国有単位専門技術人員の職称構造
　　　　　　　　高級職称
　　　　　　　　　8％騨（！）繋
出所：図1に同じ，67頁。
た，産業別にみると，製造業24％，卸業・小売業19．2％，宿泊施設・飲食業12．2％が全体の55．4％
を占めている。業種・職位から見ると，多数のミスマッチが発生している職種は，技術職営業
職，エソジニアなどであり，職位としては管理職クラスの全体にみられる。さらに，技術等級から
見ると，「中級工」，「高級工」，「技師」，「エンジニア」，「高級エソジニア」などの各レベルのエン
ジニアにみられる6）。年齢区分による状況をみると，ミスマッチに直面している大半が中高年齢世
代に集中している点が特徴となっている。
　中国の労働市場におけるミスマッチは「高級・中級」人材の比率が高く，産業構造の変化，経済
発展にともない，専門技術職・管理職ともに，労働市場では能力レベルの高い人材を求めている。
図2，図3に示されているように，非公有制企業及び国有単位のいずれにおいても，初級職務レベ
ルの労働老は全体の約55％を占めており，中級・高級職務レベルの労働者が不足している状況で
ある。以上の状況から多くの労働力全体のレベルを向上させるとともに，技術職・管理職等の育成
を目的にした職業教育の強化と個別企業での教育訓練のニーズがきわめて高まっているといえる。
3．拡大する市場経済化と労働市場
　（1）労働者の意識と雇用管理
　①労働者の意識　　　　　 ?
　改革・開放政策後，就業制度改革や労働市場の形成等は，職場を構成する労働者の意識に大きな
影響を与えた。従来，労働者は計画経済体制の下で，高等教育機関及び職業学校等を卒業すれば，
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個々人の意志に関わらず，国の「統一分配」制度によって配置された職場に就いていた。配属され
た企業に就かなければ，計画経済期においては，全ての企業は国有企業であり，何れの企業にも就
職できないことになった。したがって，労働者個々人の職業選択の自由は認められておらず，労働
者は国の計画に従わさるを得なかったといえる。
　一方，労働老は計画経済期には解雇されることもなく，定年までの雇用が保障された。しかし，
改革・開放政策後，国有企業改革，所有制の多様化，市場経済化の進展，技術革新の進展など，労
働の場は大きく変化した。具体的には，就業制度改革，企業改革，労働契約制度導入等の一連の改
革によって，労働者の雇用機会の保障がなくなり，終身雇用としての固定工制度は崩壊した。それ
に加えて，労働者には市場経済化の進展，技術革新の進展により，環境変化に対応できる職業能力
を保有していることが求められている。
　前述のように，中国は人事制度改革と同時に，大学等の新卒者の就業制度改革を推し進め，「統
一分配」から「自主的職業選択」へ転換することにより，将来の専門職・管理職の候補者でもある
大学生の意識が変化している。例えば，「北京大学高等教育規模拡展与労働力市場課題組」の新卒
者に対する調査（2005年）では，「就職意向」の問いに対して，「給与水準，福利，待遇」も考慮
するが，それ以上に「発展の機会」，「個人の才能を発揮できること」などを重んじる傾向がみられ
る。その他，「個人の興味・趣味と一致すること」，「会社の名誉」，「仕事の安定」，「会社規模」，
「親戚や友人関係に配慮できる」7）などがあげられている。労働者予備軍としての学生の意識，労働
者の意識や考え方は確実に変化し，多様化している。学生，若い世代は就労にあたって，「発展の
機会」や「個人の才能を発揮できること」を重要視し，学んだ知識を活かして，自らの能力を向上
させることを求めている。したがって，若い世代の意識・考え方は従来の「平等主義」に基づくも
のではなく，個人の能力を評価する「競争主義」を好み，自分の能力を発揮し，向上させる仕事を
望んでおり，総体的に若年労働者層の自己実現欲求が高まっているといえる。
　一方，労働市場において，再就職を希望する労働者の意識には顕著な変化がみられないといわれ
ている。例えば，「再就職プロジェクト」の対象となっている「下嵐」人員は，31歳～40歳が全体
の66．7％，41歳～50歳が16．3％を占めている。その世代には，文化大革命時期に十分な教育を受け
る機会を失った中学校卒業以下の中年世代や学歴の低い労働者が多く存在している。したがって，
下崩人員は労働市場において，再就職の機会を見出せず，教育訓練ニーズがきわめて高い労働者集
団になっているといえる。
　改革・開放政策後，市場経済体制のもとで成長した若年労働者の意識・考え方は明らかに変化し
つつある一方で，計画経済体制のもとで働き続けてきた中高年労働者が従来と同様の企業依存の意
識・考え方から脱皮できていないことが課題となっている。
　②求められる雇用管理への取り組み
　国有企業は従来，国により配分された労働老を受け入れ，経営状況に関わらず，全ての人員を抱
え込む，雇用管理の方針は固定工制度と言われる終身雇用的長期雇用慣行を前提にしていた。ま
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た，国が企業の経営管理，人事管理に関与していたため，企業による主体的な雇用管理活動は行わ
れていなかった。
　改革・開放政策以降，国有企業においては，固定工制度（一度採用されたら定年退職まで身分保
障される職員）の廃止や労働契約制度の徹底等に取り組んできた。労働契約制度の導入によって労
働者は企業に雇用され，企業が労働者を雇用するという労働関係について，当事者の合意がなさ
れ，企業が労働者と直接に契約を締結し，企業が主体として雇用管理を行うことになった。以上の
経営環境，雇用環境の変化を踏まえて，新たな時代に対応した理念・方針，雇用管理のあり方を検
討すべき段階にあると思われる。
　企業が労働者を雇用するにあたっては求める能力要件を明確にし，それらを踏まえての採用活動
が必要となっており，長期経営計画に基づいて採用される人材に対しては，採用方法の選択，配
置，異動，能力開発機会を用意しての効率的なシステム設計を検討しなければならない。例えば，
1978年の改革開放以前，国が経営幹部の人事に関与し，従業員の配置，昇進管理活動を適切に行
わず，従業員のモチベーションに悪影響を与えた歴史がある。雇用管理活動はモチベーション促進
要因としての人事施策であり，これらの管理活動を適切に実施・運営することにより，従業員のモ
チベーションの喚起，また，人材開発活動の中心的な施策としても期待される。さらに，雇用管理
活動を再構築することによるCDP（career　development　program：経歴管理制度）の整備が，人材
の育成・確保につながると思われる。
　中国の「労働法」は，労働契約期間は，固定期限，非固定期限（定年まで）と，一定量の仕事を
こなす期限の3つから構成されている。「従業員が一企業に10年間以上勤続し，労使双方が合意の
上で契約期間を延長したい場合，従業員が非固定期限契約を希望すれば，企業がそれに応じる」と
定められている。また，企業が新規採用者に対し最長6ヶ月の試用期間を設けることができる。
一般的に1年～3年の短期，5年の中期，10年以上の長期の労働契約期間であると言われるが，こ
の規定は企業にとっては余剰人員を抱え込むのを防げることができる反面，優秀な人材の流出も同
時に発生することになる。したがって，如何に企業が必要とする労働力の確保や優秀な人材の育成
・選抜が円滑に行われるかは，計画的な採用，配置，異動等といった人事施策を展開する努力が求
められる。
　新卒者を採用する際に，性的差別，住居差別がみられる。特に住居は戸籍制度に関連するもので
あり，戸籍制度の改革は政府として即急に取り組まなければならない課題といえる。加えて労働力
の流動化により，企業は職場を構成する労働者の属性や性別に関係なく，すべての労働者の雇用体
制を整備しなければならないであろう。さらに，市場開放，グローバリゼーションの進展により，
中国企業の海外法人で雇用された外国人労働者が国内の事業所に異動することと，国内企業の労働
者が海外事業所に異動すること等，国際化に対応できる雇用管理体制の整備も必要性が高まってい
る。
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　②　導入が期待されるモチベーション管理
　①能力開発システムとしてのCDP導入の必要性
　改革・開放政策導入以前の中国では，思想教育，愛国心や奉仕精神を喚起することによって，労
働者のモチベーションを高揚してきた。改革・開放政策導入後は国民に経済的豊かさをもたらし，
経済的要因を強調することにより，私益追求，拝金主義が台頭してきた。しかし，経済的インセン
ティブは，労働者のモチベーショソを引き出すのに，一時的な効果が得られるものの，それを持続
させることには問題がある。また，資金の乏しい国内企業において，賃金のみによって従業員のモ
チベーションを高揚させることは，外資系企業等との競争関係において有利な人事施策とはならな
いであろう。
　かつての従業員は，長期雇用慣行による雇用保障を前提として，昇進や配置が決定されてきたた
め，主体的に「キャリア」形成に取り組むことへの関心が比較的薄かったといえる。就業制度改革，
労働契約制度，一連の人事制度改革が進められ，労働市場においては，企業内部で通用する職業能
力だけではなく，労働市場で評価される能力が求められる。また働き方や職業生活に関する価値観
の変化，特定企業の価値観のみにとらわれない生き方を模索しようとする若年世代も増加してい
る。したがって，CDPの導入，制度の目的通りの適切な運営がなされることにより，労働者個々
人の職業能力，職務遂行能力を計画的に，かつ体系的に開発・育成するシステムとして，従業員の
モチベーション，モラールを維持することが期待される。
　CDPは，国有企業，私営企業，非国有株式会社等の一部の企業において実施されてはいるが，
制度を守らないことに加えて導入されていない割合が高い状況にある（表1参照）。また，企業の
資本・産業別にみると，企業全体のCDP実施率は低い状況にある（表2参照）。中国における
CDPの実施率は未だに低く，労働者のモチベーションの喚起を考える上で，　CDPの導入ならびに
制度を定着させる必要性は高いが，これへの取り組みは必ずしも満足のいく状態とはいえない。
表1　企業の所有制別におけるCDPの実施率
（単位：％，（）内社数）
所有制 制度があり，?轤ｵている
制度があるが，
?轤ｵていない 実施予定 計画中 制度がない 社数
国有企業・国有株式会社 7．8（41） 5．3（28） 25．4（134）21．0（111） 40．5（214）553
集団企業 19．2（5） 11．5（3） 23．1（6）15．4（4） 30．8（8）28
非国有株式会社・右限会社 5．7（18） 7．0（22） 29．3（92） 13。7（43）4 ．3（139）321
私営企業 4，7（26） 8．6（47） 23．7（130）19．3（106）43．6（239）556
外資系・香港・マカオ・台湾系企業 9．2（31） 10．4（35） 24．7（83）18．2（61）37．5（126）344
その他 15．3（11） 9．7（7） 19．4（14） 15．3（11）403（29）75
注：1）　調査対象：国有企業・国有株式会社，私営企業，非国有株式会社・有限会社，外資系・香港・マカ
　　　オ・台湾系企業，集団企業及びその他企業。
　　2）　配布数6，000部，回収数2，100部（回収率35％），有効サソプル数1，883部。
出所：林澤炎主編『転型中国企業人力資源管理』中国労働社会保障出版社，2004年，4頁；13－16。
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表2　資本・産業別におけるCDPの実施状況
（単位：％，（）内社数）
資本・産業 制度があり，?轤ｵている
制度があるが，
?轤ｵていない 実施予定 計画中 制度がない
3億元以上 11．2（71） 10．6（67） 28，0（178）17．5（111）32．8（208）
3億元～1，5億元 4．5（10） 6．3（14） 27．7（62）21．4（48） 40，2（90）
1．5億元～3，000万元 4．7（21） 43．7（21） 25．3（113）19．1（85）46．2（206）
3，000万元以下 5．8（30） 7．7（40） 20．4（106）17．7（92）48．4（251）
農・林・牧・漁業 14，7（5） 8．8（3） 23．5（8）353（12）17．6（6）
採掘業 7．7（1） 0（16） 7．7（1） 38．5（5） 46．2（6）
製造業 6．7（55） 8．7（72） 24．9（206）17，4（144） 42．3（349）
公共事業 7．9（3） 5．3（2） 23．7（9）15．8（6） 47．4（18）
建築業 2．7（2） 5。3（4） 29．3（22）16．0（12）46．7（35）
交通・運輸・倉儲・郵政業 6．1（4） 12．1（8） 28．8（19） 22．7（15）30，3（20）
卸売・小売業・飲食業 11．9（7） 6．8（4） 28．8（17）13．6（8） 39．0（23）
金融・保険業 8．7（4） 17．4（8） 15．2（7） 23．9（11） 34．8（16）
不動産業 3．2（3） 4．2（4） 22．1（21）24．2（23） 46．3（44）
社会サービス業 10．0（13） 7．1（9） 30。7（39） 18．1（23）3．9（43）
通信・IT業 7．0（15） 6．5（14） 26．2（56）20．6（44） 39．7（85）
その他 9．0（20） 6。3（14） 24，2（54）14．3（32）46．2（103）
（注）製造業は食品，化学工業，自動車，石油及び石油加工業，紡績及び服装，鉄鋼，建材，医薬，機械，
　　電子，ITハードウエア，その他。
出所：表1に同じ，18－25頁；31－34頁。
　多くの企業が人事制度全般に関しての改革をすすめているが，職業訓練及び能力開発に関する適
切な取り組みがなされなければ，労働力の確保や人材育成に関する問題解決は進まないといえる。
特に能力主i義人事の導入，時代に適応した雇用管理活動を行うと同時に，長期的な視点による計画
的能力開発システムとしてのCDPの導入・定着のための努力がなされなければならない。
　②人事考課制度の見直しの必要性
　労働契約制度，雇用管理，賃金制度の改革が進められており，これらの管理活動に深く関連する
人事制度としての人事考課制度を改革するニーズの高まり，人事考課制度全体の見直しに取り組む
状況にある。
　中国企業における人事考課制度の実施状況は，集団企業の実施率は低いが，国有企業・国有株式
会社，非国有株式会社・有限会社及びその他の企業の半数以上が考課制度を実施しており，今後，
私営企業，集団企業，国有企業・国有株式会社等が人事考課制度導入に取り組む動きがある（表3
参照）。以上，人事管理改革，経営環境の変化に伴う制度の普及・定着に取り組む必要があると思
われる。また，国有企業の人事考課制度に用いられている人事考課要素は「徳，能力考課，仕事態
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表3　企業の所有制別における人事考課制度の実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％，（ ）内社数）
国有企業・
送L株式会社 集団企業
非国有株式会社・有限会社
私営企業 外資系・香港・}カオ・台湾系企業 その他
実施している 672（301）47．1（8） 71．5（188） 62．4（299） 71。7（215）733（33）
実施していない 12，7（57） 5，9（1） 9，1（24） 10．4（50） 9．0（27） 8．9（4）
実施予定 19．4（87） 47，1（8） 18．6（49） 26．3（126） 19．0（57） 17．8（8）
実施予定がない 0．7（3） 0（0） 0．8（2） 0．8（4） 03（1） 0（0）
出所：表1に同じ，76頁。
表4　企業の所有制別における人事考課制度の効果
（単位：％，（）内社数）
考課制度の
ﾀ施効果 国有企業・送L株式会社 集団企業
非国有株式会社
@有限会社 私営企業 外資系・香港・}カオ・台湾系企業 その他
非常に良い 1．0（3） 25，0（2） 1．6（3） 2．0（6） 1．9（4） 0（0）
良い 17．7（53） 12．5（1） 20．2（38） 19．5（58）16．4（35） 15．2（5）
一般 59．7（179）37．5（3） 61．2（115） 55．2（164）63．4（135） 54．5（18）
あまり良くない 19．0（57） 12．5（1） 13．8（26） 18．2（54） 14，6（31） 21．2（7）
良くない 2．7（8） 12．5（1） 3．2（6） 5，1（15） 3．8（8） 9．1（3）
出所：表1に同じ，99頁。
度，成績考課」の考課要素からなっているが，徳には「政治品徳，社会公徳，職業道徳」の考課要
素である。能力考課は「業務能力，総合分析能力，組織協調能力，創新能力，学習能力，表現能
力」である。仕事態度（勤）に「責任心，協作性，出勤率」があり，成績考課は「仕事の量と質，
仕事の効率，仕事の難易度」で構成されているが8），業務の多様化により，評価項目の見直しに取
り組む努力が求められる。
　国有企業・国有株式会社，非国有株式会社・有限会社，私営企業等においては，約半数の企業が
人事考課制度を実施しているものの，人事考課制度の効果については，集団企業を除いて非国有株
式会社・有限会社，私営企業が「非常に良い」，「良い」と回答した割合が21．8％，21．5％を占めて
いる以外は，「一般」と回答した企業が最も多く，また「あまり良くない」，「良くない」という評
価では私営企業が多かった（表4参照）。したがって，制度が目的通りに適切に運営されているか
どうかの点検，考課者訓練のニーズが高いと思われる。
　また，人事考課の結果は主として昇給，昇進，異動，奨励金の人事情報として活用されている
が，能力開発・教育訓練上の情報としては有効に活用されていない状況である（表5参照）。人事
考課は従業員の処遇，教育訓練などに関する重要な人事情報であり，配置，昇進・昇格，異動を適
切に行うためには，人事考課に関する適切な取り組みが必要である。したがって，人事考課制度の
目的と制度全体の見直しに取り組む必要性は高く，制度全体の再構築をしなければならない状況に
あるといえる。
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表5　企業の所有制別における人事考課結果の活用（複数回答）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％，（）内社数）
国有企業・
送L株式会社 集団企業
非国有株式会社
@有限会社 私営企業
外資系・香港・}カオ・台湾系企業 その他
賃金 36．8（165） 23，5（4） 与4．0（142） 42．4（203） 53．3（160） 51．1（23）
昇進 33．5（150） 23．5（4） 43．0（113） 33．2（159） 45．3（136） 40，0（18）
異動 29．9（134） 23．5（4） 33。8（89） 25．9（124） 31。3（94） 24．4（11）
奨励金 52．7（236） 23．5（4） 54．8（144） 47．8（229） 51．0（153） 62．2（28）
その他 6．9（31） 11．8（2） 4．9（13） 5．6（27） 7．7（23） 4．4（2）
出所：表1に同じ，95頁。
おわりに
　本稿は，中国の労働市場に関する制度を整理し，現状と課題の考察を行った。中国政府は1980
年代以降，労働市場に関する制度の整備・確立に取り組んできた。他方，農村労働者は戸籍制度が
依然として障害となっており，都市労働者と同等に職業を選択することはできず，職業訓練を受け
ることも問題が生じている。また，新卒者の就職においても戸籍制度の問題が発生している状況に
ある。中国政府は，戸籍制度や社会保障制度の改革と同時に，求職・求人側の何れにおいても平等
に競争に参加できるための情報提供などの整備に取り組む努力が求められる。また，中国の労働力
は全体としての能力開発の機会に恵まれておらず，個々の経営体における人材育成あるいは能力開
発システムも普及・定着していない状況である。労働力全体の能力を向上させると同時に，専門職
あるいは管理職等の人材を育成していくことが企業の競争力を向上させることにつながる。そのた
めには，中央政府・地方政府の積極的な支援が必要となっており，企業と連携して取り組んで行か
なければならないであろう。
　労働市場において，企業が主体的に必要とする労働力を確保するためには，経営環境，雇用環境
の変化を踏まえての雇用管理活動を適切に行うことが求められている。労働者の職業能力の向上，
ミスマッチの発生を予防するには，CDP，人事考課制度といった人事施策を展開しなければなら
ない。これらの人事管理活動を計画的に・体系的に運営することにより，企業にとって，将来にわ
たって必要とする労働力を確保することが可能であり，従業員のモチベーションを高揚させること
にもつながるといえる。一方，労働者の自己の意志による職業選択は，労働者の自己責任が問われ
ると同時に，労働者の雇用され得る能力，職業能力の有無が賃金の高低を決める重要な要素にな
る。しかし，一部の労働者は未だに計画経済体制下で形成された企業依存の意識から脱皮ができな
いでいる。そのような意識は払拭し，労働者の職業に対する新たな価値観の確立が求められ，労働
者個々人が職業能力の向上あるいは能力開発に積極的に取り組んで行かなければならない。
　また，専門技術者・管理職及び幹部と言われる「人材」の管理権限は政府人事部にあり，それ以
外の一般労働老の管理は政府労働・社会保障部が持つという主管部門の分業が現在も続いている。
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この管理体制は今まで通りであり，すなわち身分による労働者の区分である。今後，身分による労
働者を区分するのではなく，戸籍制度を改革し，農村労働者，管理者・専門技術者，一般労働者を
含めて雇用労働力を一律に労働者としての概念を導入すべきであり，職種・職業に基づき市場経済
化に対応し得る現代の労働市場を構第することが期待される。
　本稿では労働市場の現状と課題，及び企業の雇用管理について考察したが，ここでの課題は，就
業制度改革が労働市場及び企業の雇用管理に影響を与えたと考えられる点に焦点をあてての議論で
ある。今後は企業の雇用管理と労働者のモチベーショソを対象に研究を広げて論じることにしたい。
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